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1は じ め に
本稿で は.郷 鎮企業の生産性の変化 とその要因を分析す る。90年代後半.郷
鎮企 業の成長が鈍化 した1,。郷鎮企業 の成長が鈍化 した要 因は,様 々 に指摘 さ
れているが.と りわ け中国国内の議 論は,集 団所有制企業 の所有制改革 の遅れ
を指摘 す るものが多 いど1。90年代後半 における郷鎮 企業の成 長鈍化 は,tに 集
団所有制郷鎮企業に よるものであ り.一 方,非 集 団所有制郷鎮企業 は急速 に発
展 している(第1表 参照)。蘇南 モ デルと して紹介 された郷 鎮企業 も集団所 有
制企業であ ったが.90年代前半 まで賞賛'され た集団所有制企業が,何 故 ,90年
代後半 にな って所有 制の改 革を迫 られ るよ うになったのだ ろうが雪'。
郷鎮企業の生産性 につ いて分析 した研究 は,す で に80年代か ら多 くの蓄積が
あ る。その多 くが主 として集団所有制企業の生産性 について議論 してい る。 た
とえば,王 暁 魯[1997],金・杜[1993]などは,80年代後半か ら郷 村営工業
企 業 の総 要素生 産性(TFP)成 長率が 上昇傾 向にあ る と指 摘 した。彼 らは,







成に失敗する」 という主張1、に対抗するものであるとして高 く評価 した。
さらに,GrossmanalldHart[1986]、HartandMoord1990]が指摘 したよ
うに,集 団所有制企業 は不明確な所有権で あるとした。また,Changand
Wang[1994]も,集団所有制企業と地元政府 との深い関係の存在を指摘 した。


















業の生産額は.そ の伸びが鈍化 してきたとはいえ,中 国経済全体の約3分 の1
を占めておりω,中国経済の長期的成長や今後の改革政策をみるのにも重要不
4)AlchainandDemsetz[1972]1)p.794-795を参照ひ
5)一 般 に。97年以前における集団所有制企業の所有制改革 は,株 式 合作制 の導 人に重点 を置いて
いた。、郷鎮 企業の所 有制改 革の経緯 は.厳[20021135-141ベー ジに詳 しい・





















速に成長 した。 しか し,90年代後半になると集団所有制企業の成長は伸び悩む
ようになっており,こ うした成長過程あるいは成長鈍化の過程において,郷鎮
企業の生産効率が上昇 したかどうかを検討する必要がある。従来研究では80年
代後半か ら90年代初頭 を分析対象期間 とした この研究で相反す る意見が
＼の30、6%を占め,農 村の生産額(全 国衷村社会生 序忌値)の64.6%を占め る。衣並部 多鎮企並局
信息統汁姓[2002]p.4を参照.,






[1990]では,4地 域122の各所有制企業データを用いて,所 有制,地 理的位置,
産業などの特性を考慮 して生産関数を推計 した。その結果,郷 村企業(つ まり











一方,郷鎮企業の省 ・直轄市 ・自治区レベル(以 ド,「省 レベル」とする)
の集計 デー タを用いて初の本格的な総要素生産1生の推計 をしたのは,王 振










刻[2001]でもされてい る。苅[2001]も省 レベ ルの時系列デー タで,3要 素
トランスログ生産関数に加 えて,コ ブ ・ダグラス型生産関数を推計 してい る。
調 査 期 間 は,85～95年 で あ り,王 振[1999]の分 析 期 間 よ り短 い。王 振
[1999],刻[2001]の研 究 は,郷 鎮企業 の成長鈍化の過程 にまで分 析対象期
間を拡大 してお り,ま た,省 レベルのマクロ統計 デー タを利 用 している ものの,
と もに集団所有制企業 のみ を対象 に した研究であ った、
この ように,従 来 の既存研究で は,資 料の制約によ って ミクロ分析で はデー
タの代表性 に問題 が残 るか,マ クロ分析で は研 究対 象が集 団所有制企業 のみ に
限 られていた とい う問題が あった。 このため次節 では,96年以 降の郷鎮企業 の
省 レベ ルデー タを用 いて,集 団所有制企業 と非集団所有 制企業 の両方 をカバー
す る総 要素生産性 の変化 を計測す る。
lll集計データによる総要素生産性の計測
1計 測方法とデータ
総 要素生産性の計測 について,本 稿 では,後 で議論す る労働分配率 との関連
か ら,次 のような・一次同次の2要 素 コブ ・ダグラス型生産関数 を仮定す る。す
なわ ち,
y=みKαL1一α(1)
ここでy'は付 加価値,κ は固定資本 額,五 は労働投 入量 であ り,14は総 要
素生産性 を表わすパ ラメー タであ る。 また,α と1一 α はそれぞれ資 本の生産
弾 力 性[(∂協∂κ)/(〃γ)1と労 働 の生 産弾 力 性[(∂協∂L)/(L〃)』で あ る。
(1)式の両辺 を対数化 し.時 間に関 して微分 して整理 し直す と次 の ようにな る。
」舶=」y7y一 α(」κ確)一(1一α)(』L茄)(2)
(』E/め,(ハ雌),(4ム 猛)は それ ぞれ付加価値,固 定資本 額,労 働 投入量
の増加率であ り,(ムん44)は総要素生産性 の上昇率で ある。
(12)式の計算 には集 団所有制企業お よび非集団所 有制企業 のデー タが利用可
能である。 これ らの資料 は 『中国 多鎮 企並年釜』か ら入手で きるが,総 要素生
54(380)第173巻 第4号
産性を計測するために,投 入と産出のデータに対して概念の調整と実質化が必
要である,。本稿では,付加価値(増 加値)を ダブル ・デフレーションの方法で













第1表 には,所有制別でみた郷鎮企業の付加価値(名 日値 ・実質値),固定





て,実 質付加価値 は年率平均で19.41%も上昇 した。実 質固定 資本 は同
30.59鶉の増加,労 働者数 は同5,21%の増加であった。非集団所有制企業では,
投入,産出ともに増加しているが,特 に実質固定資本の仲びが大きかった。
8♪ 詳細については劉[1999116H62ページの 「統計付録:生 産関連 デー タとその推計」を参照、
9)い ずれの年において もチベ ッ ト自治区の デー タが得 られなかったので,1青順 治 区は本稿 の分析
対象か ら外 してい る.な お,97年以降の重慶のデー タを四川省に加 えて,本 稿 と同様 の推計 を試
















































.02 19.91 30.89 5.21 14.i5 19.41 30.59
出所:『中国多禎企並年犠』各年版より算出。
2生 産性に影響する要因としての所有制
総 要素生産 性に影響す る諸要因 について検討 しよ う,,特に,こ こで は企業 の
総 要素生 産性 の影響要 因 と して,所 有制を 取 り上 げ る。 とい うのは.Chang
andWang[1994]が指摘 した ように.集 団所有制企 業は地元 政府 と深 い関係
にあるため,集 団所有制企業は非集団所有 制企業 よ りも相対的 に有利 に発展で
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き,集団所有制企業の生産性も非集団所有制企業のそれより高いかもしれない。



















ここでの問題 は技術係数Aで あって,こ れは各省の生産効率を表わす変数
として次のような形でさらにい くつかの変数の影響下にある。
、4ニα。+Σα7』+ΣαPμ+ΣαDz+((5)




また,第2に,我 々が注 目す べ きは省 ・直轄市 ・自治 区の違い を表わす ダ
ミー変数Pで あ る。地域 によって市場経 済の発展程度 が異 な り,そ れが企 業
効率 に影響す ることを表現 している。 ここで は北京市 を基準 とす る。
そ して第3に,ダ ミー変数Pは 年 の違い を表 してい る。年 によ って景気 変
動があ り.そ れが企業効率 に影響す るこ とを示 してい る。 ここでは2001年を基
準 とす る。
4生 産関数の計測結果
こう した定式化の下で計 測 した結果 は第2表 の と:おりであ る。
まず,実 質資 本労働 比率 の係数,す なわ ち資本 の生 産弾力 性(α)は0.60
であ り,し か も統計 的に高 い有意性 を示 してい る。所有 制 ダ ミーの係 数は,プ
ラスで統計 的に有意であ った。 このこ とは,集 団所有 制企業 より非集 団所有 制
企業 の生 産性 の方が 高い ことを意味 して い る。 この結果 は,Svejnar[1990]
やDongandPuttemlan[1997]の推計結 果 とは異 な る。 また,年 次 ダ ミーの
係数 は,97年を除 き,い ず れ もマ イナスで,統 計的 に有 意ではない。 この こと
は90年代後半,郷 鎮 企業 の総要素生産性 は上昇 しなか った ことを示唆 してい る
とい えよう。 この計 測結果 は,王 暁 魯[1997]や金 ・杜[1993]の結論 と異 な
り,王 振[1999]の結論 に近 い10)。
5他 推計 との比較
労働 生産弾力性 の計測値 につ いて,他 の研究者に よる計測値 と第3表 によ っ
て比較 してみ よ う。 それに よる と,96～2001年の平均 で労働分 配率が0.40,
資本分配率が0。60であ った我 々の計 算結果(第2表)に 対 して,ま ず,土 暁
魯[1997]との酷似が注 目され る。彼 らの計算 は80年代 の ものであ るか ら,こ
の結果はその頃か ら分配率が不変だ った ことを示 しているのだ ろ うか 。他方,




































注:**は片側検定で1%水 準 で統計的に有意で あることを示す「・()の 数字 は'値。
なお,省 ・直轄 市 ・自治区 ダ ミー の各係数 の記載 は省略 した、
第3表 生 産弾 力性 の計 測 結 果 の 比 較
2要素 L K 3要素 ム κ M
胡.海,金[1994](84-87)0.280.72 胡,海 、 金[1994](84-87)0,206O,3390,206













3要素投入の生産関数で推計 された労働 と資本の各弾 力性 と比較 した場合,労

















前節のモデルで仮定 した全期間の労働に対する生産弾力性一定 とい う仮定をは










労働 分配率 は.『中国 多鎮 企並年 墜』 か ら得 られ る賃金総額 を純 付加価値額
で除 した もので,第4表 にその推移が示 されてい る。
他 方,生 産弾 力性 の推計 では,前 出の(4)式の ような単純 な一次同次 コブ ・






労 働 分 配 率
全 郷 鎮 企 業 集団所有制企業 非集団所有制企業
労働生産弾力性
1996 0.29 0.24 0.34 0.57
1997 0.27 0.25 0.32 0.54
1998 0.28 0.25 0.31 0.41
1999 0.27 0.24 0.28 0.47
2000 0.26 O.25 0.27 0.39
2001 0.26 O.25 0.27 0.34
注:労 働生産弾力性:第5表 参照、,
労働分配率 は郷鎮企業の全国集計デー タか ら算出。







































































注:**は 片側検定で1%水 準で統計的に有意であるこ とを示す。()の 数字 は'値.
























全体でみた場合,労働生産弾力性は労働分配率よ り大 きいが,減 少傾向にある。
その結果,両者の差は時 とともに縮小している.市場が競争的でかつ企業の合











































革を実行 したが,生 産性の向上に結びつかなか ったケースも少な くないのでは
ないか、,今後,農 村に市場経済がさらに浸透 していけば,集 団所有制企業の非
集団所有制企業への転換はさらに進むであろう。それと同時に.今後,郷 鎮企
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改善す べ き点が 多々あるIll}。これ らの点 につい ては,今 後の課題 と したい。
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